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88 保険・年金商品の種類
［1］個人向けの商品

（注） 1. ｢ライフアカウントＬ.Ａ.ＦｉｒｓｔＰａｇｅ｣の契約年齢範囲は、男性12～29歳、女性12～35歳です。
2. ｢ドリームプラン｣は、女性専用商品です。

当社では、平成13年4月から次の商品を新規に開発し、発売しました。

（１）メディカルアカウントm.a. （平成13年10月発売）

（２）がん特約　（平成13年10月発売）

（３）入院特約　生活習慣病入院特約　（平成14年4月発売）

（４）入院初期給付特約　（平成14年4月発売）

（５）保険料払込免除特約　増額保障特約　（平成14年4月発売）

（６）ビジネスサポートシリーズ 逓増定期保険Ｅ （平成14年6月発売）

契　約　年　齢　範　囲�保険の種類�ご利用の目的�

 利率変動型�
 積立終身保険�
（アカウント型保険）�

払込期間満了後�
終身保険�

ライフステージにあわせて、�
毎年保障を見直せる�
保険をご希望の方に�

資産の運用実績に応じて�
保障額が変動する�
保険をご希望の方に�

終身保険�

変額保険�

生涯にわたる保障を�
ご希望の方に�

定期付養老保険�お子さまのための保障と�
お祝金の楽しみをご希望の方に�

養老保険�
保障と満期の楽しみを�
ご希望の方に�

個人年金保険�
老後の生活資金づくりを�
ご希望の方に�

こども保険�
お子さまの教育資金�
づくりをご希望の方に�

貯蓄保険�
短期の貯蓄を�
ご希望の方に�

高血圧症、糖尿病の方で�
保障をご希望の方�

定期保険�

逓増定期保険�

経営者の方で�
事業保障資金の準備等を�
ご希望の方に�

定期保険�
割安な保険料で保障を�
ご希望の方に�

老後生活の保障充実を�
ご希望の方に�

特別個人�
定期保険�
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ライフアカウント L.A.

15 80終身保険パイオニア・パイオニアE

15 80ダイナミック保険  終身型�

15 80個人定期保険�

6 80養老保険・一時払新養老保険�

0 6 こども保険ハロー！キッズ�

※被保険者年齢�

6

15 60ドリームプラン（注２）�

30 70逓増定期保険E

15 90新定期保険E

35 60PL'EASE

15 75ダイナミック保険  有期型�

15 65ゆとり～むE

20 72個人年金いきいき�

50 70祝金付シニアプラン�

12

12

29 男性�
35 女性�ライフアカウント L.A. First Page（注１）�

メディカルアカウント m.a.

14 小中学生の保険タイムカプセル・タイムカプセルE

主な商品と契約年齢範囲

新規開発商品の状況

「ライフアカウントＬ.Ａ.」と同様に「お客さまお一人おひとりのニーズに応じて自由自在に設計できる」「ご契約後も常に最新
の保障に見直し可能」というアカウント型保険ならではの特長を持つ医療保険です。

がんに罹患した場合の患者ご本人およびご家族の経済的負担を総合的に支援することを目的とした、「ペイバック」をはじめ
とする業界初の様々な給付内容を含む「ライフアカウントＬ.Ａ.」および「メディカルアカウントｍ.ａ.」の専用特約です。

災害や病気による入院（入院特約）、生活習慣病による入院（生活習慣病入院特約）について、「0泊入院」から「在宅ホ
スピスケア」まで、幅広く保障する「ライフアカウントＬ.Ａ.」および「メディカルアカウントｍ.ａ.」の専用特約です。

１泊以上の入院時には、初期費用（タクシー代、パジャマ代等）、入院証明書発行費用等として入院初期給付金（2万円）を
上乗せしてお支払いする「ライフアカウントＬ.Ａ.」および「メディカルアカウントｍ.ａ.」の専用特約です。

所定の事由（がん、急性心筋梗塞、脳卒中、重度障害、要介護状態）に該当した場合は、以後の保険料の払い込みを免除し
ます（保険料払込免除特約）。さらに無条件で500万円の死亡保障を上乗せします（増額保障特約）。いずれも、「ライフアカ
ウントＬ.Ａ.」の専用特約です。

保険料は一定で保険金額は毎年増加する法人専用商品です。

（平成14年7月3日現在）
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※がん特約Ⅰ型、入院特約、生活習慣病入院特約および入院初期給付特約は、「ライフアカウントL.A.」および「メディカルアカウントm.a.」の専用特約です。
※介護保障定期保険特約、保険料払込免除特約、増額保障特約（Ⅰ型・Ⅱ型）は、「ライフアカウントL.A.」の専用特約です。
※詳しくは、特約パンフレットをご覧下さい。

ご利用の目的� 特　約　名� お支払い事由�

生
き
る
た
め
の
保
障�

ご
家
族
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た
め
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保
障�

必
要
な
保
障�
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し
も
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時
に�
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ケ
ガ
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強
い
味
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安
心
を
プ
ラ
ス�

災
害
に
備
え
て�

死亡のとき�

死亡（高度障害）のとき�

死亡（高度障害）のとき�

死亡（高度障害）のとき�

死亡（高度障害）のとき�

第1保険期間（ご契約当初2年間）災害で死亡（高度障害）のとき�

第2保険期間（第1保険期間満了日の翌日から）死亡（高度障害）のとき�

契約時から所定の期間ごと、および保険期間満了時に生存しているとき�

高度障害のとき�

死亡保険金�

死亡（高度障害）保険金�

死亡（高度障害）保険金�

災害死亡（高度障害）保険金�

死亡（高度障害）保険金�

死亡（高度障害）保険金�

収入保障（高度障害）年金�

死亡（高度障害）保険金�

生存給付金�

高度障害保険金�

がん・急性心筋梗塞・脳卒中になられたとき� 特定疾病保険金�

がん・急性心筋梗塞・脳卒中に�
備えます�

死亡・高度障害のとき一時金として�

災害保障重視の若者向けの�
保障として�

ライフサイクルに応じた保障の準備に�
（特約保険期間の1/5経過ごとに、初年度の保
険金額が10％ずつ逓減していきます）�

死亡・高度障害のとき生活資金として�
（毎年の収入保障年金が支払われます）�

保障の充実とお祝金の�
楽しみを兼ねて�

特定疾病保障定期保険特約�
Ⅰ型�

定期保険特約�

定期保険特約�
（2年間災害保障型）�

逓減定期保険特約Ⅰ型�

収入保障特約（Ⅰ型・Ⅱ型）�

（新）生存給付金付�
定期保険特約�

がん・急性心筋梗塞・脳卒中、所定の重度障害状態、公的介護
保険制度の要介護4または5に該当すると認定されたとき、または
所定の要介護状態になられたとき以後の保険料の払い込みを
免除します�

保険を続けるために� 保険料払込免除特約�

所定の障害状態、がん・急性心筋梗塞・脳卒中、所定の重度障
害状態、公的介護保険制度の要介護4または5に該当すると認
定されたとき、または所定の要介護状態になられたとき保障（死亡・
高度障害保険金）を上乗せします�

さらに死亡保障を500万円上乗せし
ます�

増額保障特約�
（Ⅰ型・Ⅱ型）�

歯科治療特約(Ａ)�
歯科治療特約(Ｂ)

災害で180日以内に死亡のとき�

災害で180日以内に障害のとき�

災害死亡保険金�

障害給付金�
災害による死亡・障害に備えます� 傷害特約�

死亡のとき�

高度障害のとき�

死亡保険金�

高度障害保険金�

所定の重度障害状態になられたとき� 重度障害保険金�

所定の重度障害状態に備えます�

生活習慣病による入院に備えます�

入院時の初期費用に備えます�

重度障害保障定期保険特約�

寝たきり・痴ほうなどの�
要介護状態に備えます�

介護保障定期保険特約� �

死亡のとき� 死亡保険金�

高度障害のとき� 高度障害保険金�

日常生活全般の事故、交通事故に
よるケガに備えます� 総合傷害保障特約�

災害で180日以内に5日以上継続入院のとき� 傷害入院給付金�

災害で180日以内に通院のとき� 傷害通院給付金�

女性特定疾病による入院に�
備えます� 女性医療特約�

災害で180日以内に死亡のとき�

災害で180日以内に高度障害のとき�

災害死亡保険金�

災害高度障害保険金�

女性特定疾病で30日以上継続入院後、退院されたとき� 女性特定疾病自宅療養給付金�

災害による死亡・高度障害に�
備えます� 災害割増特約�

がんにはじめて罹患・診断されたとき�

がんで入院されたとき（在宅ホスピスケアも対象）�

がん診断給付金�

がん転院給付金�

がん入院給付金�

がん手術給付金�

がん退院給付金�

不担保期間保険料相当額給付金�

災害入院給付金�

疾病入院給付金�

生活習慣病入院給付金�

入院初期給付金�

がんに罹患した場合の様々な経済
的負担に備えます�

災害や病気による入院に備えます�

がん特約Ⅰ型�

公的介護保険制度に基づき要介護4もしくは5の認定を�
受けられたとき、または所定の要介護状態になられたとき�

がんで所定の手術を受けられたとき�

がんで５日以上継続入院後、病院または診療所を退院したとき�

�がんになられた後、がんの治療を目的として別の病院または診療
所へ入院または通院されたとき�

がん特約を１年間継続したとき�

災害や病気で手術を受けられたとき� 手術給付金�災害や病気による手術に備えます� 手術保障特約�

女性特定疾病で5日以上継続入院のとき� 女性特定疾病入院給付金�

日帰り手術を受けたとき、手術を伴う入院または5日以上の継
続入院後退院したとき�

新退院給付特約�

入院特約�

生活習慣病入院特約�

入院初期給付特約�

退院時やその後の通院時などにかか
る費用に備えます� 退院給付金�

介護保険金�

健康保険のきかない歯の治療を受けられたとき�
健康保険のきかない歯の治療に備
えます� 歯科治療給付金�

災害で180日以内に骨折・関節脱臼・腱の断裂の治療を受け
られたとき�

特定損傷給付金�

保険金・給付金名�

生活習慣病で1日以上入院のとき（在宅ホスピスケアも対象）�

災害や病気で2日以上継続入院のとき�

災害で180日以内に１日以上入院のとき（在宅ホスピスケアも対象）�

病気で1日以上入院のとき（在宅ホスピスケアも対象）�

主な特約
（平成14年7月3日現在）
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企業福祉制度� 企業・団体向け商品� 特長�

個
人�

負
担�

保
障�

総
　
　
　
　
合
　
　
　
　
企
　
　
　
　
業
　
　
　
　
福
　
　
　
　
祉
　
　
　
　
制
　
　
　
　
度�

企
業�

企
業�

個
人�

拠
出
型
企
業
年
金
保
険�

企
業�

在
職
中
の
保
障
・
財
産
形
成�

退
職
後
の
保
障�

そ
　
の
　
他�

役
員
の
保
障�

企業（または団体）の福利厚生制度に基づき、弔慰金・死亡退職金等の財源を確保する
ためにご利用いただく、1年定期の団体保険です。�

企業（または団体）の所属員・家族が充実した遺族保障を準備する自助努力制度を運営
するためにご利用いただく1年定期の団体保険です。�

企業（または団体）の所属員・家族が病気や事故で入院の際、公的医療保険の自己負
担分に対応する「治療給付金」と、あらかじめ日額の定められた「入院給付金」が支払わ
れ、死亡保障もある医療保険です。また、企業負担型もあります。�

企業（または団体）の所属員が退職したときの退職金（年金または一時金）の財源を安全・
確実に確保するためにご利用いただけます。また一定の適格要件を満たせば、適格退職
年金制度として、税法上の優遇措置が受けられます。ただし、平成14年4月施行の確定
給付企業年金法に基づき、平成24年までに確定給付型企業年金保険等への移行が必
要です。従って、新規でのお取り扱いはできません。�

勤労者が財産形成を目的に給与天引きで積み立てを行なう保険です。�

勤労者が住宅取得・増改築等を目的に給与天引きで積み立てを行なう保険です。�

企業（または団体）が財形貯蓄積立保険、財形年金積立保険、または財形住宅貯蓄積
立保険に加入している勤労者を対象に保険料を拠出し、財産形成を援助する場合にご
利用いただけます。�

企業（または団体）の所属員が病気やケガで入院もしくは自宅療養の際、企業（または団
体）は「休業補償規定」等に基づき賃金を保障するのが一般的ですが、その財源確保を
円滑に行なうためにご利用いただく保険です。�

企業（または団体）が掛金を拠出し、所属員が老後の生活資金を確保するため、自己責
任で運用を行なう年金制度です。所属員は原則として６０歳まで積立金の引き出しができ
ません。明治生命は、運営管理機関としての業務と運用商品提供会社としての業務を行
ないます。�

厚生年金保険の一部（老齢厚生年金の報酬比例部分）と企業（または同種同業、同一
地域の団体）の年金制度を組み合わせた制度（厚生年金基金制度）を運営するために
ご利用いただく保険です。また、企業・所属員の双方に税法上の優遇措置があります。�

企業（または団体）の所属員が老後保障に備えて、在職中に保険料を積み立てて、退職
後、年金給付を得る保険で、保険料は個人年金保険料控除の対象となります。�

企業（または団体）の所属員が老後保障に備えて、在職中に保険料を積み立てて、退職
後、年金・一時金・医療保障・終身保険のいずれかの給付を選択いただく保険です。�

勤労者が老後の生活を年金受給によって安定させることを目的に給与天引きで積み立
てを行なう保険です。�

企業（または団体）が契約者・保険金受取人となる事業保険。役員の方の在任年数等
を勘案して保険金をお決めいただけます。�

この保険は、生命保険会社12社が地方公共団体で実施する扶養共済制度の一端を均等に引き受ける特殊な団体終身保
険で、社会福祉・医療事業団を契約者、心身障害者の扶養者を被保険者とします。�

国民年金法の改正により、平成3年4月、国民年金基金制度（自営業者等の国民年金＜基礎年金＞の第１号被保険者向
けに上乗せ年金制度）が発足したことに伴い、国民年金基金の事業の運営を円滑にはかることを目的に創設された保険です。�

厚生年金保険・国民年金保険に係る年金資金運用基金の円滑な運営に資するための保険です。�

国家公務員共済・地方公務員共済等の共済制度の円滑な運営に資するための保険です。�

企業（または団体）の役員が退任したときの退任慰労金の財源を安全・確実に確保する
ためにご利用いただけます。経営者年金規約に基づいて取り扱いをいたします。�

個人年金保険料控除適用の税制適格コースと生命保険料控除適用の自由選択コース
を併設し、前者は年金の給付を、後者は年金・一時金・医療保障・終身保険のいずれか
の給付を選択いただける保険です。�

企業（または団体）の所属員・家族が充実した遺族保障を準備する自助努力制度を運営
するためにご利用いただく1年定期の団体保険ですが、在職中にご加入の方は定年退職
後も継続してご加入できます。�

信用供与機関である債権者または信用保証機関が、住宅ローン等債務者（被保険者）
の死亡または所定の高度障害に際し、支払われる保険金をもって、その債務者に対する
賦払債権の回収を確実に行ない、また、債務者の賦払債務償還中の生計の安定をはか
ることを目的とした団体保険です。�

銀行・クレジット会社等の信用供与機関が、カード会員等債務者（被保険者）の死亡また
は所定の高度障害に際し、支払われる保険金をもって、カード会員等に対する債権の回
収を確実に行ない、また、カード会員等の債務償還中の生計の安定をはかることを目的と
した団体保険です。なお、保険金額は債務残高に応じて増減します。�

企業（または団体）の所属員が退職したときの退職金（年金または一時金）の財源を安全・
確実に確保するためにご利用いただけることは、新企業年金保険と同様ですが、より一層、
加入者の方の権利が守られています。新規でのお取り扱いに加えて、新企業年金保険
や厚生年金基金保険からの移行も可能です。�

確定拠出年金における元本確保型商品です。一定期間（５年間）、一定利率を保証する
「単位保険口」を毎月１日に設定し、払い込まれた保険料を投入します。利率保証期間
満了時には、新たに設定される単位保険口で自動的に運用が継続されます。給付金の
お受け取りは年金か一時金を選択いただけます。�

（1）ヒューマン・バリュー特約�
（2）災害総合保障特約�
（3）年金払特約�
（4）無配当扱特約　 等�

（1）特別勘定第1特約�
（2）特別勘定第2特約�
（3）給付専用ファンド特約�

（1）災害保障特約�
（2）傷害特約�

（1）災害保障特約�
（2）傷害特約�
（3）こども特約�
（4）年金払特約�
（5）無配当扱特約　 等�

（1）家族特約�

（1）遺族年金特約�
（2）特別勘定特約�

（1）特別勘定特約�

弔慰金・死亡退職金制度、

法定外労災補償制度等�

住宅貸付金制度等の債権を

保全するとともに、従業員の

持家取得を支援する制度�

従業員の自助努力で、様々な

使途の資金を準備する制度�

国の厚生年金の一部を代行

し、企業独自の年金を上乗せ

する制度�

従業員の自助努力で、老後

の生活資金（年金）を準備す

る制度�

万一の場合の保障確保�

経営者の事業継承資金、�

退任慰労金を準備する制度�

役員退職時の退任慰労金等

の準備�

年金資金運用基金保険�

新団体生存保険�

国民年金基金保険�

（同連合会保険）�

従業員などの退職金を事前

準備する制度�

従業員の財産形成を助成す

る制度�

万一の場合の保障確保�

公的医療保険の補完制度�

休業補償制度�

総合福祉団体定期保険�

団体就業不能保障保険�

団体信用生命保険�

消費者信用団体生命保険�

財形給付金保険�

団体定期保険�
（Bグループ）�

医療保障保険（団体型）�

財形住宅貯蓄積立保険�

新企業年金保険�

確定給付企業年金保険�

確定拠出年金（企業型）�

退職者保障用グループ保険
（Ⅱ型Bグループ）�

経営者保険�
（ビジネスサポートシリーズ）�

役員年金�
（新企業年金）�

厚生年金基金保険�

財形年金積立保険�

マイライフ�
適格年金プラン�

マイライフ�
自由選択プラン�

マイライフ�
デュアルプラン�

予定利率変動型                                                        
確定拠出年金保険                                                                             
（ＤＣ-Ｇプラン）�

財形貯蓄積立保険�

主な特約�

（平成14年7月3日現在）�

※上記以外に、団体定期保険・医療保障保険（団体型）等にご加入されていた退職者向け商品として「一時払退職後終身保険」、「退職後医療プラン＜一括型＞」があります。�

心身障害者扶養者生命保険�

［2］企業・団体向けの商品

主な企業・団体向け保険・制度
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88
［3］保障内容の見直しをご検討の方へ

◆「ライフアカウントＬ.Ａ.」「メディカルアカウントm.a.」については、「保障見直し制度」をご活用いただけます。「保障見直し制度」とは、ご契

約者ニーズの変化にあわせて付加されている特約を新たな特約に見直すことにより、保障を充実することができる制度です。

◆一般的に次の方法がご利用いただけます。

◆契約転換制度は、新たにご契約いただく保険種類によってその取り扱い方法が異なりますので、ご注意願います。

●それぞれの方法のご利用には、現在のご契約の種類や内容により、所定の条件を満たすことが必要になります。詳しくは、担当の営業職員か、最寄りの当社窓口
までご相談ください。
●いずれの方法をご利用いただく場合も、あらためて診査（または告知）が必要になります。健康状態によっては、ご利用できない場合があります。

（ご注意）

ご利用�
いただく方法�

特　　長�

し く み�

図　　解�

現在のご契約は�

保 険 料 �

 契 約 転 換 制 度 �
（ 転 換 サ ー ビ ス ）�

○保障の見直しと同時に、保険の種類や期間、付加する特約などを総合的に変更する
　ことができます。�
�

○現在の当社のご契約を解約することなく、その責任準備金や配当金など（転換価格）
　を新しいご契約の一部に充当する方法です。 �

○契約転換制度をご利用時の保険年齢、保険料率により保険料を計算します。�
○「ライフアカウント L.A.」への契約転換制度をご利用の場合、転換価格は、主契約（アカウント部
　 分）に充当されます。また、新しいご契約に定期保険特約［積立終身用］等が付加されている場
　 合、転換後10年間、転換価格に応じて「転換給付金」をお受け取りいただけます。�
○「ライフアカウント L.A.」「メディカルアカウント m.a.」以外の商品への契約転換制度を
　ご利用の場合、当初10年間は転換価格の充当で割り引かれたあとの保険料をお払込
　みいただきます。�

○消滅します。� ○継続します。� ○継続します。�

○現在のご契約の保障内容や保険期間
　は変えずに、死亡保障等を増やすこと
　ができます。 �

○現在のご契約はそのまま継続し、そのご
　契約とは異なる内容で保障を充実する
　ことができます。�

○現在の当社のご契約に定期保険特約
　等を新たに付加して保障を大きくする方  �
　法です。 �

○中途付加時の保険年齢、保険料率に
　より中途付加する特約の保険料を計算
　し、現在のご契約の保険料に加えてお
　払込みいただきます。�

○新しい保険のご契約時の保険年齢、保
　険料率により新しい保険の保険料を計
　算し現在のご契約の保険料とあわせて
　お払込みいただきます。�

○現在のご契約に追加して、別の新しい
　保険にご契約いただく方法です。�
○ご契約は2件になります。�

定期保険特約等の中途付加�
（ 中途増額サ ービス ）� 追 加 契 約 �

「ライフアカウント L.A.」への�
契約転換制度をご利用の場合�

＜現在のご契約＞�

＜新しいご契約＞�

（転換価格）�

＜現在のご契約＞�

＜追加契約＞�

主契約積立金�
（アカウント部分）�

＜現在のご契約＞�

＜新しいご契約の保険料＞�

（転換価格）�

+＜現在のご契約＞�
＜定期保険特約等＞�

「ライフアカウント L.A.」�
「メディカルアカウント m.a.」以外への�
契約転換制度をご利用の場合�

10年間�

ご利用�
いただく方法�

特　　長�

し く み�

図　　解�

現在のご契約は�

保 険 料 �

保 障 見 直 し 制 度 �

○保障の見直しと同時に特約の種類や期間などを総合的に変更することができます。�

○現在の当社のご契約（「ライフアカウント Ｌ.Ａ.」「メディカルアカウント m.a.」）に新たに特約を付加することにより保障を充実する方法です。�

○保障見直しの際の保険年齢、保険料率により、中途付加する特約の保険料を計算し
　ます。�
○見直後特約に適用される保険年齢は、見直前特約に適用される保険年齢よりも高く
　なります。　�

○継続します。ただし、既に付加されている特約の全部または一部は消滅します。� ○継続します。�

複 合 型 保 障 見 直 し � 追 加 型 保 障 見 直 し �

○継続します。�

○既に付加されている特約の保障内容
　や保険期間は変えずに、保障を増やす
　ことができます。　�

○現在のご契約はそのままで保障を充実�
　することができます。�

○保障見直しの際の保険年齢、保険料率に
　より中途付加する特約の保険料を計算し、
　既に付加されている特約の保険料に加えて
　主契約の積立金から払い込まれます。 �

○新しい保険のご契約時の保険年齢、保
　険料率により新しい保険の保険料を計
　算し現在のご契約の保険料とあわせて
　お払込みいただきます。�

○現在の当社のご契約（ライフアカウント Ｌ.
　Ａ.、メディカルアカウント m.a. ）に追加
　して、 別の新しい保険にご契約いただ
　く方法です。�
○ご契約は２件になります。�

追 加 契 約 �

見直前特約�

見直前特約�

見直後特約�

見直後特約�

▲保障見直し�

既に付加されている�
特約の保険期間�

新たに付加する�
特約の保険期間�

▲保障見直し�

既に付加されている�
特約の保険期間�

新たに付加する�
特約の保険期間�

見直前特約�

見直前特約�

見直前特約�

▲保障見直し�

既に付加されている�
特約の保険期間�

新たに付加する�
特約の保険期間�

（現在のご契約）�

ライフアカウント�
L.A.�

メディカル�
アカウント m.a.

ライフアカウント�
L.A.�

メディカル�
アカウント m.a.

+

見直後特約�
追加契約�

見直後特約�

見直後特約�

見直後特約�

見直後特約�

部分的な保障見直し�
（既に付加されている特約の保険期間
満了日の変更を伴わない方法）�

総合的な保障見直し�
（既に付加されている特約の保険期間
満了日の変更を伴う方法） �

現在、「ライフアカウント L.A.」「メディカルアカウント m.a.」以外にご契約いただいている方へ

現在、「ライフアカウント L.A.」「メディカルアカウント m.a.」にご契約いただいている方へ
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88
［4］ご留意いただきたいことがら

生命保険にご契約の際には、過去の傷病

歴（傷病名・治療期間など）・現在の健康状

態・身体の障害状態・現在の職業など、おた

ずねすることがらについて、ありのままを正しく

告知していただくことになっています。もし、故

意または重大な過失によって、告知していた

だいた内容が事実と異なっていた場合には、

告知義務違反となり、ご契約が解除され、保

険金や給付金をお支払いできないことがあり

ます。

ご契約のお申込みの日または第1回保険料

に相当する金額をお払込みになった日のいず

れか遅い日から、その日を含めて8日以内であ

れば、郵便によってご契約のお申込みを撤回

することができます。この場合、お払込みいた

だいた金額をお返しいたします。なお、当社の

指定した医師の診察を受けられた後などは、こ

のお取り扱いはできません。

大切な保障を確実に続けていただくために、

保険料は払込期月中にお払込みいただくこ

とになっています。お払込期月中にご都合が

つかない場合には、猶予期間内にお払込みい

ただくようお願いします。

●保険料お払込猶予期間

払込期月の翌月1日から末日まで

※保険種類・払込回数によって期間が異

なります。

●猶予期間が過ぎてしまったら

お払込猶予期間内にお払込みがないと、ご

契約は失効（ご契約の効力がなくなり、保障

がなくなること）します。ただし、「自動振替貸

付」が可能な場合には、自動的に保険料をお

立替えし、大切なご契約の効力が失われない

ようになっています。

次のような場合には、保険金・給付金など

をお支払いできないことがあります。

◇告知していただいた内容と事実が相違し、

ご契約または特約が解除された場合

◇契約者・被保険者・受取人等の故意また

は重大な過失によって保険金・給付金の

支払事由に該当した場合

告知義務について

クーリング・オフ制度について

保険金などをお支払いできない場合について

保険料のお払込期間について

◇責任開始日から2年以内における被保険者

の自殺（ただし、契約日が2001年4月1日

以前のご契約については1年以内）、または

1年以内における被保険者の犯罪行為

◇高度障害保険金・給付金について責任開

始前の疾病や災害を原因とする場合

◇保険料のお払込みがなく、ご契約が失効し

た場合

多くの場合、返戻金は、お払込保険料の合

計額より少ない金額になります。

特に、ご契約後短期間で解約されたときの

返戻金は、まったくないか、あってもごくわずか

です。

●延長定期保険

保険料のお払込みを中止し、返戻金をもと

にして、死亡・高度障害のときだけを保障する

保険に変更できます。保険金額は、変更前の

ご契約の死亡保険金額と同額とし、保険期間

は返戻金額によって定まります。

●払済保険

保険料のお払込みを中止し、返戻金をもと

にして、保険期間をそのままにした保険に変更

できます。保険金額は小さくなりますが、保険

期間は変更前と変わりません。

●保険金の減額

保険期間は変えず、保険金額と保険料を少

額にした保険に変更できます。

解約について

お払込みが困難なときの継続方法

「ライフアカウント L.A.」「メディカルアカ
ウント m.a.」については、延長定期保
険や払済保険にかわり、契約を有効に継
続させる方法として、主契約保険料の払
込終了を取り扱います。また、所定の範
囲内で保障はそのままで保険料だけを変
更できます。

更新型の特約を付加することにより、保障

が必要なときに重点をおいてご契約いただけ

ますので、割安な保険料で大きな保障が得ら

れます。更新時にはご契約時に比べ年齢があ

がるため、同じ保障額で更新すれば保険料は

通常アップしますが、保障額を見直すことなど

によって保険料のアップをおさえることができ

ます。

詳しくは「更新制度についてのご案内」

をご覧下さい。

下記の保険種類・特約につきましては、保

険金・給付金の支払事由に該当する被保険

者の数が予定より著しく増加する場合などで、

当社が特に必要と認めた場合には、主務官庁

の認可を得て、将来に向かって保険料を変更

することがあります。なお、この場合、その旨を

変更日の2ヵ月前までにご契約者あてにご連

絡いたします。

更新制度について

一時的にお金がご入用のときには、主契約

の解約返戻金の所定の範囲内で、当社の定

める利率によりご用立てします（保険種類に

よっては取り扱えない場合もあります）。ご返

済は、全額のほか一部のご返済もお取り扱い

します。

契約者貸付制度について

保険料の変更について

5年ごと利差配当付特別個人定期保険
特定疾病保障定期保険特約
重度障害保障定期保険特約
総合傷害保障特約
長期通院療養特約
歯科治療特約（A）・（B）
保険料払込免除特約
増額保障特約［積立終身用］
特定疾病保障定期保険特約［積立終身用］
重度障害保障定期保険特約［積立終身用］
介護保障定期保険特約［積立終身用］
がん特約［積立終身用］
入院特約［積立終身用］
生活習慣病入院特約［積立終身用］
入院初期給付特約［積立終身用］
増額型入院保障特約［積立終身用］
総合傷害保障特約［積立終身用］
歯科治療特約（A）・（B）［積立終身用］

変額保険は、その保険にかかわる資産の運

用実績をもとに保険金額、解約返戻金額が変

動する保険です。運用結果による収益が期待

できますが、損失もご契約者負担となりますの

で、ハイリスク・ハイリターンの特長をもった保

険といえます。

なお、変額保険は、生命保険としての死亡

保障機能をもつように、死亡・高度障害保険

金については基本保険金額を保証するように

なっています。ただし、満期保険金（有期型の

場合）、解約返戻金の保証はありません。

変額保険について

（平成14年7月3日現在）
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88
［5］「生命保険契約者保護機構」について

●救済保険会社が現れた場合�

●救済保険会社が現れない場合�

補償対象保険金支払に係る資金援助�

保険契約の全部・一部の移転�
合併、株式取得�補償対象保険金の�

支払�
保険金請求権等の買取り�

保険金等の支払�

負担金の拠出�

資金貸出�資金援助�

財政措置�

破綻保険会社�

保険契約者等�

保護機構�

救済保険会社�

会員保険会社�

国�

民間金融機関等�
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仕組みの概略図�仕組みの概略図�

当社は、「生命保険契約者保護機構」（以下、保護機構）に加入しています。保護機構の概要は、以下のとおりです。
保護機構は、保険業法に基づき設立された法人であり、保護機構の会員である生命保険会社が破綻に陥った場合、
生命保険に係る保険契約者等のための相互援助制度として、当該破綻保険会社に係る保険契約の移転等におけ
る資金援助、承継保険会社の経営管理、保険契約の引受け、補償対象保険金の支払に係る資金援助および保険金
請求権等の買取りを行なう等により、保険契約者等の保護を図り、もって生命保険業に対する信頼性を維持すること
を目的としています。
保険契約上、年齢や健康状態によっては契約していた破綻保険会社と同様の条件で新たに加入することが困難に
なることもあるため、保険会社が破綻した場合には、保護機構が支援して、加入している保険契約を継続させることに
より保険契約者等の保護を図ることにしています。
保険契約の移転等における補償対象契約は、国内における元受保険契約で、その補償限度は、責任準備金等（保険
会社が将来の保険金・年金・給付金の支払に備え、保険料や運用収益などを財源として積み立てている準備金等）
の90％とすることが、保険業法等で定められています。なお、保険契約の移転等の際には、責任準備金等の削減に加
え、保険契約を引き続き適正・安全に維持するために、契約条件の算定基礎となる基礎率（予定利率、予定死亡率、
予定事業費率）の変更を行なうとともに、早期解約控除制度（保険集団を維持し、保険契約の継続を図るために、通
常の解約控除とは別に、一定期間特別な解約控除を行なう制度）を設ける可能性もあります。

（注）上記の「財政措置」は、平成15年3月末までに生命保険会社が破綻した場合に対応する措置で、会員保険会社の拠出による負担金だけで資金援助等の対応ができない場合に、国会審議を経て補助金が認めら
れた際に行なわれるものです。
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